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2010年10月の生物多様性条約 (Conventionon Biological Diversity: CBD，以下 rCBDJと呼
ぶ)第10回締約国会議 (COP10)で採択された名古屋議定書 (NagoyaProtocol) 1)は，遺伝
資源 (geneticresource)へのアクセスと利益配分 (Accessand Benefit Sharing: ABS，以下
rABsJ と呼ぶ)をめぐる各国の動きに大きな影響を与えた.ABSの実施に際しては，遺伝資
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1 )正式名称は， r生物の多様性に関する条約の遺伝資源の取得の機会およびその利用から生じる
利益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定書 (NagoyaProtocol on Access to Genetic 
Resources and the Fair and Equitable Sharing of Benefits Arising from their Utilization to the 
C心nv巴ntionon Biological Diversity) Jである.













可能性 (Pertinenceet faisabilite de dispositifs d' acces et de pa比agedes avantages en Outre-mer 
sur les ressources genetiques et les connaissances traditionnelles associees) J 3)と題された総
330頁の調査報告書が，エコロジー ・持続可能な開発 ・運輸 ・住宅省 (Minist主rede l' Ecologie， 
du Developpement durable， des Transports et du Logement: MEDDTL，以下「持続可能な開発
省Jと呼ぶ)と生物多様性研究基金 (Fondationpour la recherche sur la biodiversite: F阻， 以
下 rFRBJと呼ぶ)の共同研究の成果として公表されたこの調査報告書がフランスの批准書
類の土台になっている ことから，抄訳を試みながら概要を見ていきたい.なお， 本稿ではフ
ランスの行政区分に従って，“outre-mer"に「海外領土J，“departementsd'outre-mer : DOM" 










pour la biodiversite: SNB) 4)や2006年の海外領土アクションプラン (pland' action outre-mer 






















本国は，フランス南極大陸 ・南極圏領土 (TAAF)， 5つの海外県 ・海外地域圏 (写てす:，グア
ドループ，マルテイニーク，レユニオン，マイヨット)5"サン ・マルタン，サン ・ピエー
ル ・エ ・ミクロン，クリッパー トンを管轄する.他方，ニューヵτアドニ子， 内フランス領ポリ
ネシア，サン ・パルテミー，ワリス ・エ ・フトウナは，それぞれ固有のAPA措置を採用でき
る.
海外領十に既存のAPA措置 ・ ~姉










































































































議定書は， 2つの場合に原住民 ・地域社会の参加を想定する :彼らが保有者である遺伝資源
に関連するTKへのアクセス (7条)と，アクセスを認める旨を定める法を国の立法によ って
彼らがもっ場合，その措置による遺伝資源へのアクセス (6条)91 


















































































(2014. 2. 26 受理)
12)注9参照.
